
 

別表第３（第８条関係） 

対象事業 行為 

１ 道路の建設（その内容が

高速自動車国道の新設又は

拡幅である事業に限る。）

に該当する事業 

高速自動車国道法第５条第１項又は第３項の規

定による整備計画の策定 

２ 道路の建設（その内容が

自動車専用道路又はその他

の道路の新設又は拡幅であ

る事業に限る。）に該当す

る事業 

⑴ 道路法第１８条第１項の規定による道路の

区域の決定又は変更 

⑵ 道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７

号）第３条第１項若しくは第６項、第１０条

第１項若しくは第４項又は第１２条第１項若

しくは第６項の許可の申請 

３ 放水路又は堰
せき

の建設（そ

の内容が放水路の新築又は

改築である事業に限る。）

に該当する事業 

河川法第７９条第１項の認可の申請 

４ 放水路又は堰
せき

の建設（そ

の内容が堰
せき

の新築又は改築

である事業に限る。）に該

当する事業 

河川法第２６条第１項の許可の申請、同法第７

９条第１項の認可の申請又は同法第９５条の規

定による協議 

５ 鉄道又は軌道の建設に該

当する事業 

⑴ 鉄道事業法第８条第１項、第９条第１項又

は第１２条第１項の認可の申請 

⑵ 軌道法第５条第１項の認可の申請 

⑶ 軌道法施行令（昭和２８年政令第２５８号

）第６条第１項の認可の申請 

６ 飛行場の建設に該当する

事業 

⑴ 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第３

８条第１項若しくは第４３条第１項の許可の

申請又は同法第５５条の２第３項において準

用する同法第３８条第３項の規定による告示

⑵ 飛行場及び航空保安施設の設置及び管理の

基準に関する訓令（昭和３３年防衛庁訓令第

１０５号）第１９条の規定による告示 

７ 工場又は事業場の建設に

該当する事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１

０条の２第１項の許可の申請 

⑶ 工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第

６条第１項又は第８条第１項の規定による届

出 

⑷ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）



 

第４８条第１項の規定による届出 

⑸ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第

３６条の２第１項の規定による届出 

⑹ 熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）

第３条の許可の申請 

⑺ 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項の確認の申請又は同法第１８条第２

項の規定による通知 

８ 廃棄物処理施設の建設に

該当する事業 

⑴ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条

第１項若しくは第６項、第７条の２第１項、

第８条第１項若しくは第９条第１項の許可の

申請、同法第９条の３第１項若しくは第８項

の規定による届出、同法第９条の８第１項若

しくは第９条の９第１項の認定の申請、同法

第１４条第１項若しくは第６項、第１４条の

２第１項、第１５条第１項若しくは第１５条

の２の６第１項の許可の申請又は同法第１５

条の４の２第１項若しくは第１５条の４の３

第１項の認定の申請 

⑵ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

９ 下水道終末処理場の建設

に該当する事業 

下水道法第４条第１項又は第２５条の３第１項

（同条第４項において準用する場合を含む。）

の認可の申請 

１０ 高層建築物の建設に該

当する事業 

建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第

１項の確認の申請又は同法第１８条第２項の規

定による通知 

１１ 大規模建築物の建設 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第

１項の確認の申請又は同法第１８条第２項の規

定による通知 

１２ 研究施設の建設に該当

する事業 

⑴ 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項の確認の申請又は同法第１８条第２

項の規定による通知 

⑵ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑶ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

１３ 浄水施設の建設に該当

する事業 

水道法第６条第１項、第１０条第１項、第２６

条又は第３０条第１項の認可の申請 

１４ 公園の建設に該当する

事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

⑶ 都市公園法第２条の２の規定による公告又



 

は同法第５条第１項の許可の申請 

１５ 電気工作物の建設に該

当する事業 

電気事業法第４８条第１項の規定による届出 

１６ 住宅団地の造成に該当

する事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

１７ 工業団地の造成に該当

する事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

１８ 流通業務施設用地の造

成に該当する事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

１９ 学校用地の造成に該当

する事業 

学校教育法第４条第１項（同法第１３４条第２

項において準用する場合を含む。）又は第１３

０条第１項の認可の申請 

２０ 土地区画整理事業に該

当する事業 

土地区画整理法第４条第１項又は第１４条第１

項の認可の申請 

２１ 開発行為に係る事業に

該当する事業 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

⑶ 墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法

律第４８号）第１０条第１項の許可の申請（

同条第２項の規定により墓地の区域又は納骨

堂若しくは火葬場の施設を変更し、又は墓

地、納骨堂若しくは火葬場を廃止するための

許可の申請を含む。） 

２２ 前各項に掲げるものの

ほか、これらに準ずる事業

として定める事業で、その

内容が調節池の設置である

もの 

⑴ 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許

可の申請 

⑵ 森林法第１０条の２第１項の許可の申請 

⑶ 河川法第２６条第１項の許可の申請、同法

第７９条第１項の認可の申請又は同法第９５

条の規定による協議 

 


